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9. 研究実績の概要

　下伊那地域の農協、農業進出企業、自治体、新規就農者、第三セクター等について集中的にヒアリングを行い、農協とそれらとの関
係を調査した。得られた主な知見は次の通りである。①広域合併農協およびその支所と行政の間にはかなりの戦略のズレがあり、自治
体と農業団体が緊密に連携して地域農業振興に当たるためには克服すべき数々の課題があることが判明した。②注目される六次産業化
については、川上の農業サイドからのそれよりも、川下の小売・飲食業等からの農業アプローチの方が成功事例が多いことが判明した
。農業サイドとしては自ら六次産業化に乗り出すよりも、企業等との連携が重要であることが判明した。③新規就農者はそれぞれユニ
ークな取り組みをしており、地域農業変革にインパクトを与えているが、面的なものになりにくい。

　もう一つは集落営農法人化と農協との関わりについて事例調査を行い、秋田、岩手、宮城、新潟、山口等の事例を集めることができ
た。共通しているのは、米価が下落する中での「脱コメ」・園芸作シフトの動き、雇用依存への動きである。既に調査した全国事例と
合わせて、集落営農(法人)の類型化、展開方向分類等の研究を進めることができた。

以上と合わせて、農協法改正、農業委員会法改正、農地法改正等の農業「改革」について研究し、それと広域合併農協のあり方との関
連を考察した。
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